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関係府省庁の取組施策例

【経済産業省】
・子供の製品安全に関わる取組 ※別紙1 参照

【内閣府・文部科学省・厚生労働省】
・教育・保育施設等における事故報告及び事故情報データベース公表
・重大事故の再発防止のための検証と事故防止等のためのガイドライン
・教育・保育施設等における重大事故防止策を考える有識者会議開催 ※別紙2 参照

【文部科学省】
・学校事故対応に関する指針 ※別紙3 参照

【厚生労働省】
・健やか親子21（第2次） ※別紙4 参照

【国土交通省】
・都市公園における遊具の安全確保に関する指針

【海上保安庁】
・「海の安全教室」等、海の安全推進活動

【消防庁】
・救急事故防止リーフレット（乳幼児版）
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生活環境全般 学校、教育・保育施設

教育・保育施設等における
事故防止及び事故発生時
の対応のためのガイドライ
ンに沿った啓発資料

（内閣府、文部科学省、厚
生労働省）

救急事故防止リーフ
レット 乳幼児編

（消防庁から
平成29年3月
発行予定）

子供の事故防止ハンド
ブック 未就学児対象

（消費者庁から
平成29年4月
発行予定）

学校安全Ｗｅｂ
（日本スポーツ振興センター）

安全教育用パンフレット
（文部科学省）

子供の製品事故防止
リーフレット
（経済産業省、NITE）

救急車利用について
リーフレット
（消防庁）

府省庁間で共有可能な主な啓発ツールの例①
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都市公園・遊戯施設 製品安全

海の安全

公園遊具の安全利用に関するパンフレット
（国土交通省の「都市公園における遊具の安全確保に関す
る指針」等に基づき、日本公園施設業協会が作成）

海のレジャーの安全に関する
パンフレット、海水浴の注意事項
（海上保安庁）

小学校高学年向け

製品安全教育用パンフレット
（経済産業省）

学校向けリコール製品
リーフレット
（経済産業省、消費者庁）

府省庁間で共有可能な主な啓発ツールの例②
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啓発情報の発信、啓発資料の配布等の機会

啓発情報の発信ツール

製品安全総点検月間 経済産業省内展示風景

厚生労働省 健やか親子21ホームページ

文部科学省 学校安全ポータルサイト

府省庁間で共有可能な周知ルートの例
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所轄府省庁

製品安全総点検月間 経済産業省

取組名称 実施時期

厚生労働省

毎年11月

母子健康手帳交付時（妊娠届
出）、乳幼児健診時（集団）等

各市町村における母子保健事業

実施時期 所轄府省庁

‐ 文部科学省

‐ 経済産業省

健やか親子21（第2次）

アクセス数約10万

（平成28.3現在）

フォロワー数約300

（平成29.1現在）

（平成29.2現在）

フォロワー数約19万

（平成29.3現在）

消費者庁フェイスブック ‐

Facebook（こちら製品安全情報局）

消費者庁

毎週木曜

‐

厚生労働省

消費者庁ツイッター

ホームページ

ツイッター

登録者約3万人
子ども安全メール

‐

‐

‐

学校安全ポータルサイト 100万アクセス/月

アクセス数・登録者数情報発信ツール名称



保育園・幼稚園・こども園の団体
（厚生労働省・文部科学省・内閣府）

医療機関の団体（厚生労働省）

地方公共団体（各府省庁）

特定非営利活動法人全国認定こども園協会 約1,000園

一般社団法人全国認定こども園連絡協議会 約110園

全国国公立幼稚園・こども園長会 約4,000人

全日本私立幼稚園連合会 約8,000園

全国私立保育園連盟 約9,000園

日本保育協会 約8,000園

名称 会員数

全国保育協議会 約21,000園

名称

日本薬剤師会

健やか親子２１推進協議会（会員88団体）

日本助産師会

日本栄養士会

日本歯科医師会

日本看護協会

日本小児科学会

日本小児科医会

日本産科婦人科学会

日本小児保健協会

日本医師会

日本産婦人科医会

計100団体以上、
延べ300以上の自治体

部局への要請・依頼が
可能

府省庁間で共有可能な要請・依頼発出先団体の例
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関係府省庁

都道府県母子保健担当部局 47都道府県

保健所設置市母子保健担当部局 73市

特別区（東京23区）母子保健担当部局 23区

文部科学省

都道府県消費者行政部局 47都道府県

政令指定都市消費者行政部局 21市

厚生労働省

消費者庁

都道府県教育委員会、
都道府県私学担当課等

47都道府県
約4万5千校

名称 対象件数



府省庁間で共有可能な事故情報の例①

■独立行政法人 製品評価技術基盤機構（NITE）
事故情報データベース

製品安全分野～暮らしの安心を支援する、安全・快適さに
関する情報の発信～製品事故に関する情報を調査、分析し、
再発防止やリスクの低い製品開発に向けて必要な情報を発信。
http://www.jiko.nite.go.jp/php/jiko/search/index.php

■消費者庁 事故情報データバンクシステム

消費者庁と独立行政法人国民生活センターが連携して、
関係機関の協力を得て実施している事業で、関係機関から
「事故情報」、「危険情報」を広く収集し、事故防止に
役立てるためのデータ収集・提供システム。
http://www.jikojoho.go.jp/ai_national/

■内閣府・文部科学省・厚生労働省
特定教育・保育施設等における事故情報データベース

平成27年から内閣府・文部科学省・厚生労働省に報告の
あった事故の情報について、内閣府において集約・データ
ベース化を行ったものについてを公表。
http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/index.
html#database
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府省庁間で共有可能な事故情報の例②

■独立行政法人日本スポーツ振興センター
学校事故事例検索データベース
災害共済給付において平成17年度～平成27年度に給付した、

総数6,079件の死亡・障害事例が検索可能。

http://www.jpnsport.go.jp/anzen/anzen_school/
anzen_school/tabid/822/Default.aspx

参考：日本小児科学会 Injury Alert（傷病速報）

日本小児科学会では、2008 年から会員より報告される誤
飲、誤嚥、窒息、転落、転倒、衝突、熱傷・火傷、溺水な
どの傷害事例を収集。
日本小児科学会こどもの生活環境改善委員会では、傷害事
例について討議を行い、コメントをつけた上で３段階※に
分類。有害事象で社会的影響が大きいと判断された傷害事
例は、傷害速報として学会誌及び学会の一般向けホーム
ページに掲載。
※①有害事象で社会的影響が大きい

②有害事象だが社会的影響が小さい
③有害事象が今後起こり得るヒアリハット症例

https://www.jpeds.or.jp/modules/injuryalert/
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 子供（0～14歳）の死因のうち「不慮の事故」は病気を含む全ての死因の中で上位。
 長期的にみれば、子供の「不慮の事故」による死者数は減少傾向にあるものの、近年も、

毎年300名以上の子供が、不慮の事故で亡くなっている。

子供の死亡事故の現状①

1位 2位 3位 4位 5位

乳幼児突然死

症候群
0歳

1～4歳

5～9歳

10～14歳

先天奇形等

悪性新生物

出血性障害等 不慮の事故

先天奇形等 不慮の事故 悪性新生物 心疾患 肺炎

呼吸障害等

先天奇形等 心疾患 肺炎

悪性新生物 自殺 不慮の事故 先天奇形等 心疾患

不慮の事故

＜平成27年の子供（０～14歳）の死因＞

＜子供（0～14歳）の不慮の事故死者数の推移＞

８
（備考）厚生労働省「人口動態調査」により作成。 ※自然災害による死亡を除く。
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 平成22年～平成26年の5年間の子供の不慮の事故死を年齢別にみると、全体（2,030件）
のうち、0歳が全体の1/4を占め、0歳～6歳で全体の64％を占めている。

子供の死亡事故の現状②

＜年齢別の事故発生比率（平成22年～平成26年）＞

（備考）厚生労働省「人口動態調査」により作成。 ※自然災害による死亡を除く。
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年齢別に、死因を分析すると、
 「窒息」は、０歳で圧倒的に多く発生しており、１～２歳でも上位。
 「交通事故」は、１歳以上の全ての年齢で１位。
 「溺水」は、１歳以上の全ての年齢で２位、３位以内に入る。また、５歳以上で屋外での

「溺水」が多く発生。
 「建物からの転落」は、３、４歳で多く、５歳以上の年齢で５位以内に入っていることが多い。

子供の死亡事故の現状③

＜年齢別の事故発生比率（平成22年～平成26年）＞

１０

1位 2位 3位 4位 5位

窒息（就寝時） 窒息（胃内容物の誤嚥） 窒息（詳細不明） 窒息（食物の誤嚥） 交通事故

32% 23% 11% 10% 6%

交通事故 溺水（浴槽内） 窒息（胃内容物の誤嚥） 窒息（食物の誤嚥） 窒息（その他の物による誤嚥）

28% 23% 9% 8% 5%

交通事故 窒息（胃内容物の誤嚥） 溺水（その他原因） 窒息（食物の誤嚥） 窒息（詳細不明）

43% 8% 7% 6% 4%

交通事故 建物からの転落 溺水（屋外） 溺水（浴槽内） 窒息（食物の誤嚥）

37% 16% 9% 7% 5%

交通事故 建物からの転落 溺水（浴槽内） 溺水（その他原因） 溺水（屋外）

36% 13% 8% 8% 8%

交通事故 溺水（屋外） 溺水（浴槽内） 溺水（その他原因） 建物からの転落

47% 14% 7% 5% 3%

交通事故 溺水（屋外） 溺水（その他原因） 溺水（浴槽内） 建物からの転落

50% 19% 6% 4% 4%

交通事故 溺水（屋外） 溺水（その他原因） 建物からの転落 その他の転落

59% 20% 6% 3% 2%

交通事故 溺水（屋外） 溺水（その他原因） 窒息（食物の誤嚥） 建物からの転落

57% 17% 5% 4% 4%

交通事故 溺水（屋外） 建物からの転落 溺水（その他原因） 不慮の首つり・絞首

45% 17% 7% 7% 5%

交通事故 溺水（浴槽内） 溺水（屋外） 窒息（食物の誤嚥） 不慮の首つり・絞首

52% 11% 9% 5% 4%

交通事故 溺水（屋外） 建物からの転落 溺水（浴槽内） 溺水（その他原因）

37% 21% 8% 7% 5%

交通事故 溺水（屋外） 溺水（浴槽内） 窒息（詳細不明） 窒息 （胃内容物の誤嚥）

46% 16% 13% 7% 3%

交通事故 溺水（屋外） 溺水（浴槽内） 建物からの転落 窒息（食物の誤嚥）

44% 17% 13% 7% 4%

交通事故 溺水（屋外） 溺水（浴槽内） 建物からの転落 溺水（詳細不明）

39% 19% 12% 10% 4%

12歳

13歳

14歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳

11歳

0歳

1歳

2歳

3歳

4歳

5歳

（備考）厚生労働省「人口動態調査」により作成。 ※自然災害による死亡を除く。



子供の不慮の事故死の発生場所を分析すると、
 事故発生場所は、住居（家庭内）と道路・駐車場を合わせると約６割を占めている。
 低年齢（０～６歳）の子供ほど、住居（家庭内）での事故が多くなっている。
 道路・駐車場での事故死の要因は交通事故がほとんどを占めている。

子供の死亡事故の現状④

＜年齢別の事故発生場所（平成22年～平成26年）＞

56%
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住居 道路・駐車場 学校・保育施設 その他 不明

住居

31%

道路・駐車場

27%学校・保育施設

1%

その他

16%

不明

25%

０～14歳の事故発生場所の割合
（平成22年～平成26年）

０～６歳の事故発生場所の割合
（平成22年～平成26年）

１１

住居
39%

道路・駐車場
21%

学校・保育

施設
1%

その他
12%

不明
27%

（備考）厚生労働省「人口動態調査」により作成。 ※自然災害による死亡を除く。


